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（資料） 国土交通省海事局調べ。 各年１０月１日現在
（注） 船員数は、乗組員数と予備船員数を合計したものであり、我が国の船舶所有者に雇用されている船員（外国人を除く。）である。
　 　 　 その他は、 官公署船や港内作業船等他の分野に属さない船員数である。
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（資料） 国土交通省海事局調べ。 R3.10.1 現在
（注） 我が国に所在する船舶所有者に雇用されている船員 （外国人を含む。） の年齢階層別割合。
　　　　その他は、 官公署船や作業船等他の分野に属さない船員数。
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１．船員数等の動向�

【図表 3-1】我が国の船員数の推移

【図表 3-2】我が国船員数の分野別年齢構成
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第３章 船員分野
１．船員数等の動向
【図表3-1】我が国の新造船受注量と為替の推移 【図表3-3】船員職業紹介状況の推移（人）

【図表3-2】我が国船員数の分野別年齢構成

【図表3-4】船員の有効求人倍率の推移
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 船員数は、乗組員数と予備船員数を合計したものであり、我が国の船舶所有者に雇用されている船員（外国人を除く。）である。
 その他は、官公署船や港内作業船等他の分野に属さない船員数である。
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【図表 3-3】船員職業紹介状況の推移

【図表 3-4】船員の有効求人倍率の推移



船
員
分
野

第3章

数字で見る海事 2022 53

1,407 1,429 1,471 1,459 

234 
372 

272 280 283 307 

97 

177 

0

100

200

300

400

0

400

800

1,200

1,600
参加者数 参加事業者数

（注） 2020年度及び2021年度は、新型コロナウイルスの影響による開催中止や
Web開催への変更があった。参加者数はWeb参加を除いた人数。

【図表3-5】海技者セミナーの参加者数、事業者数、開催地

【図表3-6】船員と陸上労働者の給与（月額）比較

【図表3-7】船員の死傷災害発生率の推移

【図表3-8】死傷災害発生率の海陸比較

２．船員災害の発生状
況
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【図表 3-7】船員の死傷災害発生率の推移

【図表 3-8】死傷災害発生率の海陸比較

２．船員災害の発生状況�
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３．船員災害防止のための措置

【図表3-9】船員災害防止に関する法令の措置

【図表3-10】令和4年船員災害防止実施計画について

【図表3-11】船員災害防止に関する表彰制度等について

船船員員労労働働安安全全衛衛生生規規則則
船船員員災災害害防防止止活活動動のの促促進進にに

関関すするる法法律律

趣旨 船内作業による危害の防止及び船内衛
生の保持に関して船舶所有者及び船員
が遵守すべき事項を具体的に規定

船員災害防止計画の策定並びに船舶所
有者等の自主的な活動を促進するため
の質について規定

具体
的な
規定

・安全基準、衛生基準、船内作業基準
・船内安全衛生委員会の設置
・安全担当者、消火作業指揮者、衛生

担当者の専任

・国による船員災害防止基本計画及び
実施計画の作成

・安全衛生委員会の設置
・総括安全衛生担当者の選任

【図表 3-9】船員災害防止に関する法令の措置

３．船員災害防止のための措置�

【図表 3-10】令和 4年船員災害防止実施計画について
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３．船員災害防止のための措置

【図表3-9】船員災害防止に関する法令の措置

【図表3-10】令和4年船員災害防止実施計画について

【図表3-11】船員災害防止に関する表彰制度等について

船船員員労労働働安安全全衛衛生生規規則則
船船員員災災害害防防止止活活動動のの促促進進にに

関関すするる法法律律

趣旨 船内作業による危害の防止及び船内衛
生の保持に関して船舶所有者及び船員
が遵守すべき事項を具体的に規定

船員災害防止計画の策定並びに船舶所
有者等の自主的な活動を促進するため
の質について規定

具体
的な
規定

・安全基準、衛生基準、船内作業基準
・船内安全衛生委員会の設置
・安全担当者、消火作業指揮者、衛生

担当者の専任

・国による船員災害防止基本計画及び
実施計画の作成

・安全衛生委員会の設置
・総括安全衛生担当者の選任

【図表 3-11】船員災害防止に関する表彰制度等について


